







ともなうもので、現在の新潟県域においては、柏崎県、新潟県、相川県などでそれぞれ作成が指示された。また、維新政府から 租改正条例が布達された明治六年七月段階では 柏崎県を合併した新潟県、相川県、そして福島県の東蒲原郡域に分かれてい が、地租改正地引絵図（地租改正絵図とする） 作成をともなう地租改正事業が現在の新潟県域で本格化したのは、柏崎 を合併した新潟県では明治七年三月から、相川県は明治八年九月からとされている。　
明治七年といえば、内務省によって地籍編成の布達が出され、ここか






















































館所蔵文書）は、壬申地券の発行作業から地租改正作業への移行過程を示す貴重な史料だが 翌八年になると新潟 は 券の発行を中止して、地租改正作業に本腰を入れるよう 。こののち明治八年 ら九年に
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かけて、旧新潟県管轄地域では村ごとに実地丈量等の調査が行われるが、その成果をうけて、明治九年前後には多数の地租改正絵図が作成されていく。　
新潟県立文書館には、旧新潟県管下に含まれる下越地方の旧北蒲原郡
域に関する明治期の地引絵図がまとまって収蔵されている。新潟県立図書館から移管されたも で 第二二大区小一区～小八区の二五〇点、第二三大区小一区～小一〇区 一三三点 第二四大 小一区～小七区および小一〇区の二 五点、 他一 点をあわせて、合計六〇九点を数える。その他一一点を除くすべてに大区小区の表記があり、年紀をもつ事例では明治九年が多いことから 五九〇点余の多くは地租改正絵図であると考えてよい。　
現在の新潟県内にあって、地域的にまとまりがあり、かつ数量的にも
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